
「地方議会・議員に関する研究会」概要

○ 第３１次地方制度調査会答申において地方議会の“幅広い人材の確保”のために示された事項、及び、平成２５年度開催「地方

議会のあり方に関する研究会」・平成２６年度開催「地方議会に関する研究会」において検討課題とされた事項について、純粋に

学術的な見地に立ち、具体的に検討することを目的とする。

＜主な論点＞ 地方議会議員に係る選挙制度のあり方
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⇒ 今後、当事者である地方自治関係者や、国会、政党をはじめ各方面において幅広い国民的議論が行われることを期待

次の観点から「実効的な代表選択」を可能とする選挙制度の議論を深める必要。
・ 選択ができるだけ容易なこと。（投票容易性）
・ 政策についての実質的な比較考量ができること。（比較可能性）
・ 選挙結果についての納得性が高いこと。（納得性）
・ 有権者の投票参加意欲が高まること。（投票環境）

Ⅰ 地方議会・議員の現状と課題

議員数は減少傾向、投票率も低下の一途

→住民の関心の低さ、なり手不足は深刻

Ⅱ 市区町村議会議員の選挙制度 Ⅲ 都道府県議会議員の選挙制度

考えられる選挙制度

Ⅳ 選挙制度の選択制

・市区町村議会は、多様な実態にあることから、選挙制度選択制にな
じみやすいと考えられるのではないか。

・選択制の対象となる具体案として、上記(1)～(3)が考えられるのではない
か。

・一方、指定都市及び特別区は、大都市の性格が共通しており、一律の
選挙制度（比例代表選挙）とすることも考えられるのではないか。

・都道府県議会は、市区町村と比べ相違が小さいことから、原則、一

律の選挙制度（比例代表選挙）とすることが考えられるのではないか。

・特に地域代表性に配慮する必要があると判断をした団体については、

比例代表選挙を基本とした代替案（上記A～C）に限って選択制を認める

余地があるとも考えられるのではないか。

「地方議会・議員に関する研究会」報告書 概要

○ 地方公共団体が多様であることを踏まえ、それぞれ実効的な代表選択を可能にする選挙制度を選択可能とすることが考えられるのではないか。
○ 選択手続として、議会の議決のほか、住民投票に付すことが考えられるのではないか。

市区町村議会議員の選挙制度選択制 都道府県議会議員の選挙制度選択制

各方面での幅広い検討に資するため、純粋に学術的な見地に立ち、以下のとおり議論を深めた。

考えられる選挙制度

(1) 政策・政党等本位の議会構成を促進する方向性
→比例代表選挙を導入するという考え方

(中規模から大規模団体に親和的)

(2) 現行の地域代表性に配慮しつつ、議員間のグループ化を促すと
ともに住民の多様なニーズを反映する方向性

→制限連記制を導入しつつ、必要に応じて選挙区設置を進めると
いう考え方 (小規模から中規模団体に親和的)

(3) 現行の地域代表性を基本的に維持しつつ、有権者の情報コスト
の軽減や投票環境の変化を促す方向性

→単記非移譲式（現行制度）を維持しつつ、選挙区設置を進める
という考え方 （小規模団体における代替案）

○原則： 比例代表選挙を導入するという考え方

＜考え方＞
・政策・政党等本位の選挙が実現される。

・一票の格差をはじめ、選挙区に関わる実務的諸課題（定数の設定、

選挙区割りなど）を回避できる。

・現状、都道府県議会は政党化が十分に進んでいるほか、国政との連

動性が期待できる。

○代替案: 特に地域代表性に配慮する必要があると考える場合
Ａ. 比例代表選挙と選挙区選挙の並立制
Ｂ. 比例代表選挙と選挙区選挙の併用制
Ｃ. 比例代表選挙で少数の選挙区を設置し、地域別名簿を採用
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